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第 1撃はじめに
前橋1)(こ述べたように， ドイツ法アカデミーは，ハンス・ブランクの強い
によって設立主れ，立法に対する提言守することがその権限のやに織り
込まれたが，立法そのものに対する権限は持っていなかった。紋服内におい
て，立法のための権限を有していたのは，以前と向;誌に帝国司法主きであっ
たむもちろん， この時鶏{こゐいて，真に帝関可法省が立法のための権限を有
していたのかどうかについては， ドイツ法アカデミーさらには総統であるヒ
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トラーとの関係で微妙なものがあったのは事実である。そのため， とくに帝
国司法省とドイツ法アカデミーとの間は微妙かっ対立的な関係であったこと
は容易に想像がつくところであるハツテンハウアーによれば，この微妙
な対立罷係は，帝隠司法省muの勝利に終わり，そのことが 1937年の司法次
フランツ・シュレーベノレベルガ一博士 (Dr.Franz Schlegelberger)の有名な講
演である 5民法典との決別Abschied¥'0111 13GB から読み寂ることができ
るというへこのように言いうるかどうかについては，後に検討したいと思
うが，さしあたり，帝国司法省がドイツ法アカデミーに拘束されるような立
場ではなかったことを確認すれば十分で、あろう。
ところで，帝国司法省は以下に紹介するように， ドイツ法アカデミー相続
法委員会とは独立に， 13GB営改正する案を考えていた。本穏では，この案
と，それに対する相続法委員会委員長のランゲの対花;とを検討していくこと
にしたいc この改正案の検討はあまりなされたことがないからであり，ま
た，それに対するランゲの対応がランゲの 13GBに対するその後の態度に影
を与えたのではないか， と考えられるからである。前稿と侍様に現行
13GBに対しては，結局侭の影響も与えなかったことになる改正への動きと
なるわけであるが，その検討をしておくことは無益ではないと思われるし，
酪稿で指摘した問題引をここで果たす， という意味合いもある。
また‘ランゲについていえば，後に検討するように， この時期の 13GB(こ
対する態度に大きな変化がみられる点が指摘されている。この検討がその変
化の原割合探る手がかりになりうるのではないか， というのが検討の 1つの
理由となっている c 以上の問題意識のもとに検討を?進めていきたい。
j主
1) 扮稿 fナチスJilJにおける法定総統分および遺留分の改正論議(1) …ドイツ法ア
カデミー相続法委員会の審議の検討一一 J j認1法学32巻3・4合併号 (2009{ド3月)
51室参照c
2) 以上の関係については， Vgl. Hans Hattenhauer， Die Akademie fur Deutschc~ら
Recht (1933-1944)， JuS 1986，680，682. 
3) 翻訳として舟矯諒一訳 5民法典との決JUJ(火上手惇f言殺 1944年)があるつ
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4) Vgl. Hans Hattenhauer， Das NS-Volksgesetzbuch， inFS Rudolf Gmur zum 70. 
Geburtstag， 1983， S.255， 266-7.また， ランゲもそのような双務さとしていた点につ
き，広波法若手「二人のハインリッヒJt-l:会終予研究33巻5号 (1982王手)108 fi以下
参照。
5) 問題の指綴については，拙絞「ナチス郊における法定総統分および滋際分の改IE
論議(1)ー ドイツ法アカデミー約続法委員会の主義議の検討………j南1法学32巻
3・4合併号 (2009年3月)7 fi注 10参照。
第2章 者盟主立法省による法定相続改正案
1 1938年 12月の
さて，上述のような対立を背景としてか， ドイツ法アカデミーとは独立し
た立場で，帝隠i司法省の参事官による草案が作成されている。呉体的に作成
にあたった人物が設であるかを7確定することはできないが，今日残されてい
る書類から察するに，相続法委員会のメンバーでもあったアオーゲ、ノレス Vo-
gelslが中心的な役揺を巣たしたであろうことはほ{玄関連いのないところで
あるように思われる(な主人法案の関巡部分は後掲ずる)。
さてこの草案から鳴らかになることは，血族相続の範囲が，第 11演{立から
第 3顕{立までのパレンテーノレに!認する者および曾祖父母となることである。
曾祖父母については，相続法委員会の第2報告書では法定相続人からはずす
ことが提案されていたが， この草案では法定相続人のやに含まれている (tr~
1条から第H決)0
次{こ，生存配{向者も~黙に法定相続人となるが，問題はその相続分であ
るつ相続分については，現行 BGBと全く向じで変吏はない。相続法委員
においてあれだけ議論をし，ランゲとベーマーとの間の論争点の 1つであっ
たこの点について，結昂どちらの立場も採用せず，独自の立場令採用したこ
とになる。なお，この点については， 1938年 12月23日討のブオーゲノレスか
らのカー/いへーブア-Karl H仇'er2)宛の に以下のように記されてい
コ
るc すなわち，生存配偶者にこれ以上(つまりは現行おじ日の規定以上)の対践
をナ与えるつもりはない。第 22条(後に倹討するが，治資{こより生存配偶者{こm主主権
等合目立之させた湯合に，それにおIする!TI磁分請求権を制限する規定)によって，生存
配偶者の地位が非常に向上したからである。また，この規定はオーストリア
罰法典に 1914年に導入された規定を参考にしており，それは惑いものでは
ない， とへさて，この第 22条によれば，遺書により生容配偶者にその思
有の相続分L 卑属の相続分に対する用益権とが与えられた場合には，相続
放棄をした考(卑属であろう)には遺線分請求権が認められないこととなる。
もちろん相続放棄をしない場合には，卑属の相続分は遠藤の半分~超えるか
ら遺詔分請求権はありえず，生存配偶者は卑属が相続放棄をしようがしまい
が，遺留分の語求はできないことになる。結局遺書どおりの相続が実現する
わけである。 13GBにおいては，上述の遺言について遺留分譲求がなされる
可能詮を排除できないのであり， その意味で、生存配担者の地位がi匂上したと
いえるであろう。また，生存配偶者には先取分も認められているが，これも
BGBと取り立てて変わりがないむ強いていえば，婚観の贈り物について触
れられていない程度であろうか。
j立醇分については，金銭謡求権として構成されており，その割合も法定相
続分の 2分の lであり， 13GBと{何ら変化がない。特徴的であるのは，先ほ
ども触れた第 22条である G この規定は被相続人の遺言により，生存配偶者
に用益権等を成立させた場合に，それに対する遺留分請求権を制摂する規定
であり，先のドイツ法アカデミーにおける議論の検討から明らかなように，
そのような内容の述書が少なからず行われており，そのような遺書の問題点
念排除する目的でこのような規定が震かれたことは明らかであるように思わ
れる。
以上のような内容の草案が，帝国E司法省で最初に作成された法定相続に関
する案であり，これがたたき台となって議論されるようになる。ところで，
この草案は， さっそくブオーゲノレスからドイツ法アカデミー相続法委員会委
のランゲに宛てて送討されている
うも
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2 ランゲによる批判
これに対して，ランゲは 2回にわたり
る5)。この内容を検討しよう。
によって言手縮に批判ぞしてい
まず，ランゲはこのような草案を突然送りつけられてきたことに対する当
喜子揺さない。ブオーゲソレスに対して，なぜ，昨年 2月の相続法委員会のと
きに，内密にでも， この芝草案の問題全指擁してくれなかったのか， と詰持し
ているのである6)。そのうえで，草案の内容につき以下のような批判ぞ展開
している c
(1 )法定格続
(a) 血族相続
まず，草案全体については，それが相続法委員会の第 2報告書と方向性を
同じくする点も多いことをァ歓迎しており九取族揺続については大館で賛成
している。しかしそれと局時に，報告書と異なる点について異議ぞ唱えてい
る。すなわち，曾担父母の相続権である。ランゲによれば，曾祖父母が棺続
人となるのはまれであり 8)，そのような規定は実際問題として役に立つこと
はほとんどないであろう， とする。むしろ，曾損父母に請求権を認めたいの
であれば，曾祖父母{こ議康に対する扶養請求擦を認めればよい。そのように
することで，曾担父母は，明らかに帝慌のみならず，非鱗出の子にも劣後す
ることになるへまた，曾祖父母に先{立相続権喜子与えそれをケ非嫡出子あるい
は帝国{こ譲先するものとして考えることもできょう。さらに可能性として考
えられるのは，曾担父母{こ遺産の 8分の lそ与え，すでに死亡した曾祖父母
の分は帝国あるいは非嫡出子に:帰属するとすることである。これにより，生
存している曾祖父母に一定の遺産を与え，笑う棺続人を防ぐことができる。
以上のように，ランゲは必ずしも相続法委員会の立場に闘執するものではな
いが，いずれにせよ曾組父母を椙続人にすることには消櫨的であり，相続法
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委員会の立場合よりよいものと考Aえているのである。
(b) 記偶者相続権
⑦総論
自己偶者相続?をについては，草案が上述のとおり柏続法委員会の結論を無視
するような形で，すなわち基本的に 13GB(こならって4分の 1の栴続分合認
めていることに，ランゲは反対である。ランゲによれば， 1草案は13GBの規
定を維持し，以下の新たなものを導入する可能性を放棄している，すなわ
ち，家族財産の譲渡を配偶者によって， とりわけその再婚の場合に，狭めら
れることがないという民族的な考えに基づき，それによって血の考え方を実
現し維持すべき〔財産の 筆者〕統一を維持することに資するという可能性で
ある。J10) このように，ランゲは家族財産の維持を重要視する立場から，現
行の13GBの規定に反対しているのであり， これ(ままさに第2報告書の立場
であるといってよい。
しかし，ここでもランゲはその立場に悶執はしない。すなわち， 1しかし
ながら提案された13GBの規定は簡明で、あるという大きな長所を有し，配偶
の持分を共同相続人部で決定させず，同n与に 4分のl(ニ剰余分の補償ぞ認
めているふというのであり，草案の立場にも一定の理解全示している。で
は， どのように考えるのかc
まず，ランゲは夫婦財産棋との関係な問題とする。すなわち， 1いまだ夫
婦財産部が新たに規定されない限仇配偶者の栴続権は満足のいくように規
定することができないc 例えば生名子配偶者にさらに剰余の半分喜子与えるので
あれば，記偶者の池位向上支持者も現行法の 4分のl(こ対して満足するであ
ろうが， (生存記偶者の 筆者〕先順位相続権に向けて戦っている者は，それ
が十分満足のいくものである場合に初めてそれに従うであろう oJ 11) このよ
うに，夫婦倒産制の改正がいまだとのようになるのか見当もつかない状態で
は，最終的な判断がつきかむる点を指摘する。
次にランゲは，草案の配偶者相続権を遺産の 4分の lとする点について批
58 
子iJ国民]法翁による法定矧続法案の!災関と後折(1)
判を展開する G すなわち， r最終的な 4分の 1の記分の短所は，私見では，
再婚の場合にそれほど心配が増大するわけではない。私は次のような影響が
あるものと考える:子とともに桔読する場合に，安は遺留分として 8分の I
~得るにすぎない;非嫡出子は予のない婚姻において 8 分の 3 ぞ得る;半鼠
の兄弟姉妹は， 1仮族ではない親の分も相続し，記揮者よりも多く椙読するこ
とになるJ このように，配偶者の相続分が場合によっては少なくなりすぎ
る点を非難しているわけである。ただ，少なくなりすぎることがどのように
問題であるのかについては，はっきりとは述べていない。さらに，ランゲは
それに続けて， ["だからといって私は8分の 3とか半分に増加せよというの
ではなしづ， として記偶者相続権の増加を主張するわけでもないのである。
鰐とも理解に苦しむのであるが，ランゲ‘の結論はこうである c ["私は最終的
な4分の lの配分は箆13)jな関係のためには正当であると考えるcJつまり，
いろいろ難点はあるものの，簡明性を重視する立場から，草案の記分に賛成
するというのである。その理由としてあげられているのが， ["ある労働者の
売に際して法の規定により先位相続を導入するのはばかげたことであろうJ
という点であるごこれも詳おHは不明であるが，資産のあまり多くない者につ
いては，先位棺読の制度を導入しても意味がないということなのであろう。
ただし，ランゲは先佼椙続について， ).立言に正せるという
的に支持するわけではない。むしろ，域主主によるある意味で自由な先泣相続
の設定を制設する方向において規定が必要だと主張するのである。すなわ
ち， ["先位相続念会部活言による相続に追放するべきではない， とりわけ先
位指殺を家族内にil目立ある統…体を綾持する
れば。
うなわずかな関係では{子の
{こ対する
はなく，遺産の…体性の保持という
められ， そのよ
きないところにあるんとして，
という観点で
らみて，その緯持のためには，先
泣諮読が重要であり，ただし欠点として，後位相続人 Nacherbenたる
を利用することができず，その扶養が怠うくなる点公考慮すべきだと主
5守
張している。この主張から，ランゲが先位相続全生存記偶者の生活保障の意
味ではなく，遺産の一体性維持のための制度であると理解し，そう主張して
いると考えることも可能で、ある。しかし，草案に対する非難としては遺産の
一体性を強調した方が得策であるという考慮、に基づいていると考えるべきで
はないかと思われる。いずれにせよ，ランゲは遺産の一体性の観点から先位
相続の制眼をすることを主張するのである。先位相続の主張をしておきなが
ら，その制設を主張するというのは，一見矛属しているようにも思われる
が，推測するに，ランゲはこのように制眼守することでむしろ先位相続ぞ内
容とする遺言を使いやすくして挺進し，それによって草案の配偶者相続権の
制限を実費的に回避することを考えていたのではないかと思われる。彼はい
う， i我々の遺産裁判所の承認により補撲なしの使用を認めるという提案
は，面倒であり，実際上の理由から先位指続が排斥されてしまった。 通常，
一体にしておく儒値のある経済的統一体については，記偶者はその相続分か
ら排除されるべきではないJ，と。そして，ランゲは以下のような条文を追
加することを提案するのであるc すなわち，
7a条 生存配偶者の相続tmに対し以下のような主張がされたならば，
すなわち被栂続人の家族あるいは経済の利誌のために要求されている，被相
続人の家族内における遺産の統一体あるいは価値の維持，を非常に危険にす
るという主張がされたならば，遺産裁判所は遺産分割に参与している者の訴
えに基づき，補償，支払猶予，利息の付加 Verzinsungあるいは配偶者によ
るその相続分についての担保の提供を命ずることができる。確定力ある命令
は，裁判所による和解の効力を有する。
第九条 生存配{為者が継続して十分に扶養されるであろう予鴻のある場
合には，第九条の要件のもとで，当事者の請求に基づき遺産裁判所がその
先位指続権ぞ半分にすることができる。
後位相続Nacherbfallは生容配偶者の死あるいは再婚により成立する。後
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者の場合にその記偶者は第5条により計算される遺留分喜子主張することがで
きる。
第7c条生存記偶者の請求により，遺産裁判所は第九条ないし第九条
の要件なしに，第5条の相続権を第 7b条の先位相続権に置き換えることが
できる。
第7d条 第7aないし第 7b条の訴えは，遺産分認開始までのみ可能であ
り，第 7c条の訴えは熟掻期陪のうちに提起することができる。
第九条，第九条および第 7c条の事件についての遺産裁判所の判決に対
しては即時抗告をすることができる。
以上のように，生存配儒者の扶養と遺産の経済的一体性の維持という対立
する 2つの利益を両立させるためにこのような提案がなされたのであろう。
ここからみても，ランゲが配偶者相続権において，生得記{偶者の扶養を実現
することを無視してはいないこと，むしろそれぞ重視していること，を読み
取ることができょう
<z)各 告ムftf奇
a) 第5条について
さて，次にランゲが問題とするのは，記偶者栢続権のある場合の記偶者と
血族との相続分分記の問題である。これについては， とくに，生存記偶者と
祖父母の両方が杷続することがあり得るように規定した草案が批判されるこ
とになる。
ランゲはいう， r今日の法を援れたものにするための本費約なさらなる逸
競は，記偶者とともにする担父母の相続権の競持である，第2報告書はその
削除令提案していた。ここでは相続法委員会の規定をよいものとして主張す
るJ ランゲはどのような理由で，祖父母喜子生存記鶴者が排議してしまうこ
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とそ主張したのであろうか。
ランゲによれば，まず前提として f祖父母はその扶養佐保障されるべきで
あるjが，家族財産の維持の親点からは，祖父母に椙続させない方がいL、と
いう。すなわち， I祖父母のみが相続人となる場合でも，披らの手に家族対
産が維持ぢれることは保障されていない， というのもその死後は少なくとも
その統一が瓦解するからであるん とコこのように，担父母が相続してしま
うと，その祖父母の死後に家族対患が分散してしまうことを問題とする。さ
らに， I家族財産が裡父母の手から親を通じて死者に手渡されたのならば，
その者の担父母への返還に対して内主的な正当化はもはや存在しなしづとい
う。このように，孫である被棺続人が死亡した後に，祖父母が相続すること
には内在的な理由がないとまでいうのである。このあたりは，日本の議論と
比較してみると興味深いところであろう c そうなると，能に祖父母の相続権
を正当化する理由は存在しないのであろうか。ランゲはいう， I残るのは突
i捺的考慮:が残るだけである，すなわち継続的な法律関係喜子国避するために祖
父母にその扶養の必要のための相続分で満足させるか， という考慮であ
るペこのように，ランゲの見解では，荘l父母の扶養という観点のみが，そ
の相続権の正当記になるというわけである。では， この扶養の観点から祖父
合認めるべきであろうか3 ランゲはそれに対して， I私は多くの
手Ij点にもかかわらず反対したいJという。向故であろうか。ランゲによれ
ば， I孫の自己偶者と担父母の共悶相続関係はそれ自体自然でない。 しかしな
がら，被相続人はたいていその祖父母を扶養する意思は持っているが，財産
主?配調者と祖父母の[出で分けることはしない。半分にすることは，祖父母
に，彼らに与えられるべきでない遺産の運命に対する影響力ぞ保賭すること
になるJ このような考察の結果， Iしたがって，生存記偶者にすべてを与
え， しかし扶養が必婆な組父母に対する， ).立遊館if!をの半分による扶養義務全
課すことをナ提案するのであるJ，とする。
ランゲ、は，さらにi反にそのような提案が通らなかった場合には， I祖父母
の樹続分を 4分の 1(こ縮小することを提案するj とし、う。要は生存百三偶者と
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ともに相続する短父母の栴続分の減少を提案しているわけでゐる。では，な
ぜ4分の 1なのであろうか。ランゲはいう， rそれは子とともに棺続する
{品者の相続分の 4分の lに合致し，担父母による遺産の運命への影響合制限
し，そして配偶者への増加した悶{青を表現することになるん と。
なお，第5条2壌について，ランゲは， r配偶者は，第3条2項に基づき
死亡した槌父母に帰属するはずであった部分も得る。j という文言に変吏す
ることを己主張した13)。
b) 第6条について
次{こ，ランゲは，先取分Vorausの規定については，あまり註判をしな
いコというよりもむしろそれほどの重要性そ感じていないようである。彼は
いう， r第l壊の規定は，第2報告書 142頁以下に記した理由によりほとん
ど実際的でないと考えるん と。ここで参照されている第 2報告書は，生存
記偶者が被相続人の卑冒とともに相続する場合にも先取分喜子認めるべき理由
主7述べた部分である。確かに，ランゲのいうように‘先設分の規定ie翠いて
も卑認がそれほど回らないことが緯々述べられている部分であるが，ランゲ
のように先寂分が f実践的でないj という記述であると理解することは難し
いように思われる。つまり，ランゲの先取分に対する評織を母隠見ることの
できる記述である c ともあれ，ランゲは，それほど重要でないためか，
には反対しないc むしろ， rオーストリァ;去に対する友好のしるしとしてそ
れを受容することを理解するふ と述べており，オーストリア民法との融合
を図ったと考えられる草案の立場に同信的であるおただ，文言に関して，
f婚織の贈り物」が先取分に含まれることが明確になるように規定すべきだ
と主張している14)。
c) 第7条について
最後{こ，第 2報告書では詳細に検討されていた，委と子がその子の誕生と
開時あるいは前後して死亡した場合について15)の規定がないことが批判さ
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れている。
(2) 遺留分権
①総論
法器分に関しでは，ランゲはそれほど反対はしていないようである 9 とく
に遺留分権者の範由や遺詔分権額については，第2報告書においても BGB
を変更する内容ではなかったためであろうか。
② 第22条について
ただ，生浮配偶者に用益権等を与える遺書についての第22条について
は， r法定棺続について血の考え方を強調するのであれば，家族財産の維持
を強調しておきながら，このような方法の死国処分に完全に後退することを
正当化することは鴎難である。J16)として，ランゲは批判的である。そのた
め，以下のような条文にすることが提案されている。すなわち
「生存配偶者に，用益権あるいは遺産の全部または法定相続分より多くの
につき先位相続権Vor官 brechtが与えられたときで， その死または再婚
の時から卑属に法定相続分が与えられ，あるいは同じ要件のもとで生存配偶
者の相続人に指名されたときには，卑属は第五条 1項3号によるj君臨分を
生存配{為者Aの死または再婚の前に請求することができない。しかしながら，
家族と生存配偶者との利益な考慮すべき重大な必要が存するとき，専震はそ
の将来の遺留分と向額の補償:-a:'請求することができる。
遺産裁判所はこれについて卑属の請求に基づいて判断する。裁判所は卑属
に遺額分の全部または一部-a:'与えることができ，その支払の方法，時期およ
び担保について指示を与えることができるJ という提案である c
このようにランゲは，遺産裁判所に判断させるのがよいと主張したのであ
スli)
<0' 0 
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3 1939年 3月4日の法定相続および
遺留分に関する法律案18)
以上のようなランゲによる詳細な批判を受けてか， 1939年 3月4日付で
新たな草案が作成されている。まず，特徴的なのは，その前文である。内容
それ自体は，血族相続の尊重を強く打ち出した文章となっているが，そ
い回したるや，訳文からもうかがわれるように， r人謹RasseJや「血BlutJ
という単語が使用され， とくに f鼠BlutJ という語は繰り返し使用され
る。この語は明らかにナチスに特徴的な言葉の{吏い方であり，帝関司法省の
これまでの案にはなかったものである c おそらくは当時の政府関係者に，あ
る撞の婚を売ったものとなっている。それが報われたのかについては，後に
検討しよう。ここではその内容を検討する。
まず，血族相続に関する第 2条から第 5条までは，条文番号が異なるもの
の，以前の草案と文言は全く変わっていないコ
配偶者相続権についての第9条 1項は，第 l文については実質的な変更は
ないc ただし第 2文が追加され，第 32条が参照されている。内容的には以
前と変わらないように思われる G 第2項は以前の草案における第 1項後半部
分と全く向じであり，第3項，第4項は以前の草案の第2項，第3項をその
まま繰り下げたものである。
次(こ，先取分についての第 10条は，第 1項{こ「婚掘の贈り物jの文言が
追加されている。これはランゲの指摘によるものと推測されよう。あと
の…部変更もあるが，内容的lこは変化していないし，訳文も変化しない。ま
た，第2項は全く変更がない。第 1条も全く変更されていないc
遺留分権者についての第 28条は，第2項に若干の文言の変更があるが
(法定相続緩から相続権への変受)，実費約には何ら変更されていない。遺留分請
求権に関する第加条では，第 l項において金銭請求権となっていたのがた
だの請求権に変更されている。これは，非常に重要な変更である。 遺留分詰
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求権そ金銭請求権のみとはしないための変更であるからである 3 被相続人に
よる，生存配偶者に対する用主主権等の遺言のある場合についての遺留分諮求
の制限に関する第 32条では，第 1項{こ lつの文言の変更 (sowohlの追加1，訳
文:こ変質2ないと参照条文の変更があるが，それ以外は変更されていない。
第四条の変更と併せてj主目されるのは，第 43条，第 44条の新設であ
る。この 2つの条文においては，それぞれ泣留分権者の申立あるいは相続人
の申立により，一定の場合に遺産裁判所によって，遺産の一部が遺留分権者
に承継されることを規定している。この 2つの例外があるために，第四条
において，泣留分権を金銭請求権に限らないことが規定されたわけである c
ところで，.L;J、上の新しい草案については，ヨドいなことに理由警が残されて
いる出。以下ではその理白書な検討することにしよう c
(1)総論
まず， この草案の基本的な目的であるが，オーストリアやズデーテン地方
も合めた全ドイツの統一的な;去を;{llj ることが E~I 約であるとされている。この
ように， ドイツ法アカデミー椙説法委員会での議論が，ナチズムに合致する
相続j去の制定合目的に掲げていたのに対して(もちろんそれがどれだけ5i~m し
ているかについては出認とする余地が多分にあるが)，子持IJlI司法省の草案はもっと現
実的な， l'去の統一を目的とするものであることになる。もちろん，ただ単に
統一を凶るだけでなく，よりよいj去を追求するのは当然のことであろうが，
少なくとも， ドイツ法アカデミー相続法委員会と帝国司法省との間における
力点の誼き方の違いそ垣間見ることができるように思われるc
さて，その草案の特徴はいくつかあるが，本稿の問題に関わる特徴として
は，非嫡出子と配館者の相続法1二の地位をi匂上させた点と遺留分権は，金銭
債権に限らず遺産の一部を請求できるようにしたj誌が重要である刻。
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(2) 法定格続
①血族相続
帝国司法令設による法定悩続法案の夜開と t，j~折(1)
まず，第 1)1別立から第 3順位までの相続人について(第2条から第4条)
は，従来の法が変更されていないこと，さらにはこれらの規定がいずれもド
イツ民法典ならびにオーストリア員法典の規定に出していることが強寵され
ている。
そして，草案は，最初の 3つの頗紛争についていわゆるパレンテーノレの分類
全維持する。そしてそれを，相続権の規定はドイツ法に起j療を持ち，古い帝
国法に合致するだけでなく，オーストリアやズデーテン地方の法状態にも合
致するのである， と説明する。
次{こ，第 I 順位の法定相続人について(第 1~会入この規定は内容的に独民
刊誌条およびオーストリア民法 i30ないし i34条に合致するとし，草案は
従来の法と河援に血統による相続全予定している。相続法委員会は，被栂続
人の孫について血統による分講を頭訓りに変えるか否かを7詳織に倹討した
が，実行不可能という説得力ある朗自で否決している21)， と述べて翻続法
委員会の結論にも一定の理解を示している c
2 )1努位の法定相続人について(第3条)は，それが独民 1ヲ25条とオース
トリア民法 i35条ないし i3i条の内筏{こ対応し， また， この規定は全血と半
j扱の冗弟対:妹がいる場合にも対むしており，栴続法委員会もそのような取扱
いに賛成である(滋2殺さ 28資)， としている c
最後{こ，第 3HliH立の法定椙続人について(言 4条)(ふこの条文は独民
1926条およびオーストリア民法 i38条ないし i40条にみられ，実証されて
きた， と説明する。
そうすると，問題は曾桓父母の!寓する第4パレンテーノレ以下である。すな
わち，草案は，曾裡父母だけに稲続権合認めているは~5条)のであるが，
これについて理白書{ふ「従来は独民 1928条で第4順位{こ曾祖父母およびそ
の卑濡， さらには独民 1929条で第 5)1医佼およびそれ以 tの法定結続人が定
められてきたc/このように，非常に速い血族も招続人にする規定は，あま
6i 
り望ましくない。非常に速い血族は名前ぐらいしか知らない。そのような者
の聞に成立する関係は緩やかなもので，法定相続を正当化するには十分でな
い。通常，速い血族を調査するのは関難で時聞がかかり，順位にしたがった
遺産の実行は法外に遅れ，阻害されるつしたがって草案は法定相続人伝曾祖
父母まででやめることとした。それ以外の者はもはや法定相続人とはならな
いo (第5条 3項けとして，このように遠い血族との間にはもはや緊密な関
係が存しないこと，血縁の確認が閤難で手間のかかることの 2点を根拠に，
それ以上の血族の相続権を認めない旨が表明されている。では，逆になぜ祖
父母については認めるのか。理由書によれば， r相続法委員会はさらにもう
少し先に行こうとしている。曾祖父母伝法定相続人からはずし，遺産に対す
る扶養請求権を認めようとしている(第 2報告会55，59][入そのような規定
はあまり目的適合的ではないように思われる。曾祖父母の相続権の維持は，
次のような事例を容易に解決できる，すなわち被宇相目続人カ
祖父母に相続されるような事例でで、{はま，誰も相続人にならないよりもよいので
はないか。草案の規定はオーストリア民法i41条に合致し，いままで望まし
くない結果となっていない戸入 と。このように，曾祖父母に対する扶養を
考l吾、し， しかもオーストリア民法の規定とも合致するという理由で，ここそ
限界と定めているのである c t_こだ，理白書は， このような法によって従来無
制限であった血族椙続が制限されてしまうことに対するドイツ国民のとまど
いにも一志の理解そ示し，そのようなとまどいに対しては， r被相続人は死
問処分によってより迷い血族合考慮することができるj として遺言による解
決合提唱する。このように，遺言により，法定相続の問題点を圏避するとい
う立場も， ドイツ法アカデミー相続法委員会では考えられない立場であった
ことを想起すべきであろう。ドイツ法アカデミー相続法委員会においては，
非常に強い原期として法定相続があり，それに対する補充ないし補正として
遺書相続が考えられていたわけであるがお)，この草案ではそのような強力
な法定杷続という立場は採用されず，遺書棺続の柔軟性が維持されていると
いうことになろう。このように考えることができるのであるとすれば， ドイ
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ツ法アカデミー相続法委員会において，法定相続を極端に変更するような
に独民 138条の適用を考えていた立場L 帝霞司法令きは立場ミナ異にするこ
とになるのではないかと披測できるが， この点について理白書は簡も述べて
いない。したがって，ここでは推淵のみ可能である。
o 配偶者相続権
配偶者相続権については，草案は基本的{こ BG訟の立場を維持している。
これについて理自書は，独民 1931条でもオーストリア民法757条でも，卑
とともに相続する生存配偶者の相続分は4分の lであり，さらに子が未成
年である賠はその財産について管理{使用権が成立する。それに対し子は生存
配偶者に対して扶養義務合負うことになると現行法伝説明し，さらに，椙続
法委員会と悶じく，用益権喜子否定している(第2報告1J128釦， とする
さて，ここで問題となるのは，ドイツ法アカデミー椙続法委員会が認めた，
記偶者に遺産の半分につき先故相続人Vorer討の地泣与えることおについ
てである。しかし，草案はその提案を採用しなかった。というのもそれは
「実行不可能であるjからである。つまり，先ないし後)1爵位相続Vor-und 
Nachεrbscha丘は非常に複雑で，ほとんど理解できない法制度になってい
る。O1Jえば， BGB はこの制度に少なくとも 47笛条をさいており(独民2100
条ないし 2146条l，このような制度は譲雑すぎるというわけである c さらに，
この制度は，多くの遺産があり，そのすべてに先順位相続を導入するのであ
れば適合的であるが，それらは少ない遺産にはj盛合せず，つまりは相続の一
部にしか適合しないのであって，先ないし後I1讃位相続{立法定相続のような法
形態にはふさわしくない， と述べている。このように，生存記館者に先I1震設
相続権を認めるのは，ほんのわずかな裕福な被相続人の場合だけであって，
すべての椙続に適用可能な法定相続にふさわしくないというのがその理由だ
ということになろう。
ただし，草案はドイツ法アカデミー椙続法委員会の提案を全く葬り去って
しまったわけではない。草案は，記偶者の相続法上における地位の向上そ図
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る努力全加の方法で、行っているのである。すなわち， しばしば被相続人が死
ほ|処分で遺産全体についての用益権を配偶者に与えたり，遺産全体について
先順位相続人Vorerbenに指名したりしている c そのような遺書を必要とす
る事態こそ，配偶者に扶養宏保障すべき事態であって，草案はこれに対し
て，卑偶が自分の遺留分議求権{f主張することで、被相続人の意図に呉論合唱
えることのないように，草案第 32条により，そのような方法での遺留分請
求権の主張を適切な範屈で制限することを考えているのである， と(この点
後述)。
次に，第 21爵位の相続人とともに椙続する場合については，現行法(独氏
193iゑオーストワア災法 i5i条)を維持している c 理白書は， これ以上配偶者
を優迭する必要はない， とする。また，草案では，祖父母とともに相続する
場合に記偶者は少なくとも半分を得ることになっているが， ドイツ法アカデ
ミー相続法委員会は，祖父母の栴続権について配偶者を有利にするために削
除することを提案していた加。これに対して，この理由警は「そのような
提案は行き過ぎであるJとするつというのも，祖父母は被相続人に対し生前
は扶養詰求権全持っており， したがって，泣産に対しても適切な関与を認め
るべきであり，被相続人の配偶者が祖父母に対して扶養義務合負わないので
あればなおさらそうであるといえるからである。このような理由から，
は槌父母の相続権をそのままにしたという c ただし，理由書は，その際に婚
姻している被稲続人の祖父母民被相続人の死亡A時に生存していることはま
れであり，多くの場合は配偶者が全遺産を得る結果となるという予測もして
し、る。
最後{こ，先取分については，これもドイツ民法の規定とオーストリア民法
の規定(独民 1932条とオーストリア民法 i58条)とをナ考慮した結果であると説明
する。ただし，13GBは第 21頭位の相続人とともに相続するときにのみ請求
権を認めるのに対し，オーストソア民法は，少なくとも部分的には卑属とと
もに相続するときにも認めている，すなわち自己の必要性があるときであ
る。このような規定を草案は受け入れた(第 10条1Ji'f)というのである。し
iO 
帝国司法殺による法定総統法案の復関とt'lHfr(1) 
かも，理由替は，大多数の泣産{主家事動産ぞ主要な対象とするという予灘守
しており，その結果として， この新規定は生存記稿者に対し非常に大きな利
益をもたらすであろう， とする
③ 遺留分について
a) 治関分
額分権者については独氏 2303条に従ったものであると説明されるつ
オーストリア民法では，裡父母も泣留分権者になっている一方で，配偶者が
追認分権者ーになっていないが，理由香は，それに詑うi凶綴はないとし，相続
法委員会も向誌に考えていると…刀両断である。
b) 遺留分の形態
さらに泣留分の形態については，古い帝国法やオーストリア員法およびズ
デーテン地方の法は一致して造額分権者に原則として金銭議曜のみを与え，
共向指続人にはしないとし， ド千ツ法アカデミー栴続法委員会にならって，
いわゆる物的必然相続権m乱伐rielel'Joterbrec訟は，経済的一体性の維持に
しい障害となり，必然相続人Noterbenは共同相続人に対し損害を与え，
遺産の管理念妨害する可能性を1チえることになる， として否定する c した
がって，草案も原Xi日として泣留分諮求擢は金銭諮求権であるとしたc しかし
ながら，草案は，正当な場合には逃間分権者に泣産の対象物を与えることを
可能にしている。相続人が泣留分権者にどのような範屈で泣産の対象物
えるようにしなければならないのか，あるいはそれが許されるのか，につい
ては絹続法委員会の提案の諒期に詑い，第 43条，第 44条に規定した， と
焼している。
では，その第 43条，第 44条はなぜこのような規定を誼いているのか。理
によれば，まずラ第 43条の泣留分譲者の申立による泣産の対象物の返
については，遺皆分権を原則として，金銭債権とした第四条は，遺産の
対象物にj立智分権者に特別の足、い出や{吏用価値のある物が存在する場合で，
栢続人に指定された者にはそれほどの{函館のない物があるような場合には過
散すぎるかもしれない， という。第43条はそのような場合に遺留分権者が
相続人に遺留分の算定において一定の遺産の対象物を返還するように請求で
きるような方法を示した， というのである。 しかも理白書は， この規定は相
続法委員会の提案に由来する(第2報告書233][以下)として， その正当化を
第2報告書に求めている c なお，栴続法委員会は，遺留分権者に，遺産債権
者の遺留分権者に分割jされる前の対象物についての強制執行に対して，民訴
法771条の第三者異議の訴えを与えることを提案したが，草案はそのような
規定は不要だと考えた， としている。というのも，第43条は債務超過では
なく支払可能な遺産にのみ適合し， したがって債権者の強制執行の処置はそ
もそもないかあるいは非常にまれにしか起こらないからであると，説明され
ている。また，第 44条の相続人の申立による遺産の対象物の返還について
は，この規定は，遺産を急いで損失なしに金銭に換えることが多くの場合に
困難で、あるという見解に基づいたものであり， したがってそのような場合に
相続人に，遺留分権者にその議求権を全部または一部遺産の対象物で満足さ
せる権限を与えたのである， と説明されているお)。
c) 遺習分権額
さて，その述寵分権額であるが， これについて理由警は，オーストリア民
法では遺留分請求権は法定相続分の 2分の lか3分の 1にしているがはー
ストリア民法i655!Z， i66 aた)，古い帝盟法では常に法定相続分の半分にしてい
る(独民2303条)。として， この点について立法が異なっていることが説明さ
れる。草案は結局ド、イツ民法の立場を採用したわけであるが， これについて
は，その方が，椅明という長所を有しており， ドイツ法アカデミー相続法委
員会も同様な見解であったことが護用されている(第2報告flf239 ][)到。
d) 第32条について
第32条は，遺言による生存記偶者の用益権あるいは先位相続Vorerben-
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stellungの承認について規定している。理由警の説明はこうである。すなわ
ち，生存配偶者の相続分は，専属とともに椙続する場合には4分の lとなっ
ている(第ヲ条)。すでにその第9条の説明で，被相続人は配偶考の相続上の
地f立な向上で、~，子の相続分に関しての先I1民投相続権ゃ用益権を設定しう
る， と述べられている。しかしながら，そのような指定は従来卑属による
寵分権の主張により妨害され，護助の必要のある配偶者の地位の向上が正当
である場合においてもそうであった。この第32条はその妨害の強去をとする
ものである， とc このように，被相続人が生王子記担者の扶養のために必要が
あると考えたため，遺言で記調者に用益権等の指定をした場合に，この遺留
分減殺請求を都隈するのがこの条文の自的なのである 3 理白書は， どのよう
にこの条文が適用されるのかのよとデルも掲げている。まず，:it存配偶
表に用益権全設定する述書のそデノレは， Iわたしは，妻および子をその法定
相続分により〔相続人に一筆者〕指定する令しかしながら安には子の杷続分に
ついての用益権が成立しなければならない。用益権はその苑または再婚によ
り終了する。Jというものであり，生存記偶者に先順位相続権を認める
のモデノレは， Iわたしは妻を遺産の 4分の 1については完全な招続人に， そ
して 4分の 3については自由でない先順位相続人に指定する。先順位棉続は
先I1国投手陸続人の死または再婚により終了する。後I1演位相続人は私の子であ
る;その相続分{立法定相続により定められる。J，と。
理白書によれば，そのような遺言によって妻の扶養が可能な怒り保障され
る。と問時{こ，子は過度に不利になることはない， というのも第 Iの例では
直ちに，第2の仔uでは後順位相続が始まったときにその法定相続分を得るか
らであるc また，f自主主権あるいは先順位椙読による制限はそれほど過欝なも
のではない，というのも生存記偶者は彼らに対して扶養義務を食っており，
したがって遺産の収益は必要があれば子の扶養に使用されなければならない
からである。このような考惑から，理由警はこのような遺留分減殺諮求権の
制限が不当ではないと主張する。
なお，この条文の適用できない場合がいくつかあり，例えば生存記偶者と
i3 
被相続人の卑属との問に親子関{系がないときや，被棺続人が生存配向者を全
についての単独相続人と定めたとき(独民 2269条)，あるいは自由な先順
位相続人と指定したときである c そのような遺言は，生存配偶者に遺産を自
己のために消費し，子には一銭もいかない可能性を与えてしまう。理由記:に
よれば，まさにこのようなときにこそ遺留分減殺請求権を認めるべきなので
あって，そのような場合にもその詰求を制限する必要はないとするわけであ
る。なお， ここで自由な先1展位指続人という擁念が登場したが， これは先順
位相続人が何の制限もなく泣産を処分できる場合を指しており，理白書によ
れば独民 2136条や，さらにはオーストリアやズデーテン地方の草案に規定
がある30L
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第 1章法定棺続
第 l節 被相続人の血族の相続権
第 1条第 11皮伎の法定相続人
(1) 第 11駁位の法定程|続人は被相続人の1者q，誌である。
(2) 子は問じ割合で相続する。
(3) 相続開始終に生存している卑属は，その表{t通じて被十日続人と血族関係があ
るlIll族をおF徐するc
(4) 相続開始終に卑!認がいないときには，その殺を通じて被椙続人と鼠族関係が
わるi立1族がその地u'lにjzつ (IIl統による相続)
第 2条 第 21釘佼の法定的続人
(1) 第 11出立の相続人がないとき，遺産は被椴続人の両親あるいはその卑属に係
信け勾る c
(2) 相続開始時(こ両親が生存しているとき，両親のみが向じ割合で、松続人となる
(3) 相続開始特に父または母が生存していないとさ，両親の卑属が第 1順位にお
げるi凱統による相続と河様に死者の地佼{こ立つ。
(4)すでに死亡している殺の卑属が全くいないとき，全遺産が他方測の相続人に
-}議隠する。
気~3 条第 3 順位の法定相続人
(1) 先般位のml族がいないとき，遺産は被相続人の槌父母およびその卑属{こ帰属
する。
(2) 相続開始時に祖父母が生存しているとき，祖父母のみが同じ訴合で綴続人と
なる。
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(3) 相続開始特に，父方または母方の被父母のうち，怒父または祖母が生存して
いないとき，死者の卑属が第 1JI須位における血統による総統と悶様に死者の地
位{こ立つ。 卑簡が全くいないとき，死者の相続分は他方の祖父母に帰属し， そ
の祖父母が生幸子していない場合にはその卑属に帰属する。
(4) 相続開始時{こ‘父方または母方の祖父母が生存していないときでその卑属も
生存していないとき，選援金}本が他方の祖父母あるいはその専属に帰属するな
第4条 第4I1則立の法定相続人
(1) 先!制伎のi奴族がいないとき，遺産は被相続人の曾祖父母に帰属する。
(2) 紹続開始時に曾被父母が生存しているとき，その者のみが相続人となる。複
数の者ーがいる場合lこは同じ血統あるいは他の血統{こ属しているかのi玄関なく向
じ割合で相続する。
(3) 役怒父母の専属ならびにさらなる極先およびそのE卒属はもはや法定相続人と
はならないc
第 2郎 被椙続人の配偶者の相続権
第5条配偶者の法定相続権
(1) 被総統人の金幸子記偶者は第 11町立のlfl族とともに議濃の 4分の 1の，第 2JI援
位の法定総統人および祖父母とともに遺産の半分の法定相続人となる。
(2) 怒父母とともに総統ずる場合で，死亡した被父母の卑属が生存していると
~，もう一方の半分のうち第3条により卑属に帰属する分も配偶者ーに帰属する。
(3) 第1)駁佼および第 21復位さらには被父母も生幸子していないとき，生存配偶者
が遺産のすべてを得るc
策6条配偶者のための法定先取機
(1) 生得配偶者が第1)額{立の約続人とともに相続するとき，法定相続分以外に矯
婚の家事に属する動産のうちで，自己のための必要がある物につき法定の先取
長室が与えられる。
(2) 生存記偶者が第 21頂伎の相続人および祖父母とともに相続するとき，法定相
続分以外に婚姻の家事lこ属する動産のうちで不動浅の従物になっていない物お
よび婚織の給与物につき法定の先取擦が与えられる。
第7条配偶者相続擦の排除
被相続人が死亡の際{こすでに離婚あるいは綴嫡の無効の権利を有し，訴えを提
起していたとき，ゑ存記偶者の相続権および先取分の権利が排徐当れる，ただし
II 
高fHI'}あるいは取消の際に当該配偶者が有25であるとみなされる場合に限る。
〔第8条~第 1i条絡〕
第 2j詳述留分
第 l節遺額分の成立
第18条遺留分権者
( 1) 被相続人が自己の嫡出の卑属を死因処分により相続権から排除したとき，そ
の塁手属{立相続人に対し遺留分合請求することができる。
(2) 被相続人が自己の父または母または配偶者をと死因処分により法定栢続権から
排除したとき，抹i奈された者は棺続人に:tJしi立総分を請求することができる。
第 19条追認分の額
(1) 遺留分請求権は法定相続分の半分の金銭訴求権として成立する。
(2) 遺留分の余銭は疑いのある場合，相続人の指定とはみなさない。
第 20条泣叡分請求権
j立問分権のある者{こ，法定相続分の半分より少ない遺産主が残された場合には，
i主総分権者は共i湾相続人に対し半分にfr:ljちるまで追認分として詩求することがで
13る
第21条 j立ES分権者に対する制限ないし負担の取奴い
(1) 似続人に指定された被tl~続人が，後位総統人への指定，近主主執行者の任命，
分割の指定， ).立)l(llあるいは負担によるi1iUP.良金受けた場合には，次のように場合
を分ける c
1 椙続人がi器産の半分より少ない相続分I"与えられた場合には，そのillU限ある
いは負担は指示されないこととなるつ栴続の放棄をした栴続人には第20条の
巡留分翁求権のみ成立する。
2 相続人に残された棺続分が遺産の半分と合致する場合{こは， (第 lの場合と
伺様に)そのおj限ないし負担は指示されないこととなる。その者が約続放楽を
しなければならない場合には，遺留分権は成立しない。
3 相続人への恨続分が遺産のキ分合超えるとき，相続放棄を了した辺ES分権者は
泣留分合請求できるつ棺続放棄の販問は， )立綴分権者ーがその制限ないし負担金
主日ったとき以前には開始しない。
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子王国司法省による法定相続法案の!展開と妓折 (1)
(2) 相続人指定の制荷主は遺留分権者を後佼招続人{こ指定した場合と同様とする c
(3) 法定栂続分の半分を超える財産全遺言によ与与えられた遺留分権者が相続の
放楽企した場合(1項 3号〉で，指続放棄の!得点で制限ないし負担が失われて
おり，その失われたことを知らなかったときには，その相続放棄を取り消すこ
とができるむその取消は，遺産裁判所{こ対する公証された意思表示によってな
される。耳i(i潟i羽揺は 6週間とする;その期間は遺留分権者が取消原留を匁!った
ときに罰始する
祭~ 22条 生存記偶者の用益権あるいはうた佼相続権の示認
(1) 被相続人が椋続縫を持つ嫡出の卑緩にその法定相続分よりも少なくない総統
分を残し，生存記偶者にその相続分につき府主主権全成立させ，遅くともその者
の死後あるいは再婚のときにそれが終了する旨そ定めたときには，相続分の放
楽をした相続人に，遺産に対する遺留分の諮求を可能にする第 21条 1項 3号
iこ定めた権利は成I[しない。
(2) 被相続人が金者子配偶者に対し自由でない先位相続人{こ指名し，卑!認にその法
定総統分よりも少なくない相続分を残して後位相続人lこ指名し，さらに遅くと
もその者の死後あるいは再婚のときに後位相続が発生する旨i"ii:めた場合も向
様である。
(3) 第 1.反および第 2墳は，被相続人の専属であるが生存配偶者の卑属でない者
には適用しない。
(以下第 62条まで 日間
(2) 1939 年 3 月 4Bの法定相続および遺留分に関する法律案(Ì'\èut~lssung des Entω 
¥VUI・ts¥'0111 4.3.1939 zll einem Gesetz註berErbfolge und Pt1ichtteilsrecht，原文は， ¥Verner 
Schubεrt (hrsg.)， D立Sf乱milien-und Erlラrechtllnter dem NationalsozialisI11s，八lS-
gewiihlte Qllellen zu den wichtigsten Gesetzen llnd Projekten alS den I¥linisterialakten， 
19守3，S.455ff.にある。)
個々の民族構成員 Volksgenosseは，家族・ジッペヰヲよび民族の構成要素であ
9，人種 Rasse'血 Blutそして信義によち結合し，その生活・活動そして保護が
それら〔人強，1奴そして信義一策姿〕に主主づいており，先f立と三子孫の鰐{こいて， 1主1• 
名誉そして対援に主主づいて遺産の管理念する。
法定相続は J紅・婚姻および民族共同体による結合に基づくものである。被綴
i9 
続人の死亡の際には，法により近しい盛1族および配偶者{こ泣践が与えられてしか
るべきである。それとは異なる死因処分に対しては，被相続人の卑属，記偶者お
よびi将親{こは，家族財産の一定部分についての遺窃分が与えられる c
また，非嫡出子にも父と母との11縁関係がある。それぞ、れの親に対し，その嫡
出家族{こ合致するかぎりにおいて，適切な招続J二の立場が与えられるべきである。
法定指絞人が存在しない場合は，遺産はドイツ帝国に与・えられるべきである。
この基本的問題については，帝国の全土に統一の法全創造するために術開政府
は以下のような法律会決定した，その内容をt)、下に掲げると・
第 l章法定相続
第 l条法定相続の要件
被相続人が有効な死罰処分によって処分しない宅法定の約続人が相続全放棄し
ない，あるいは法定の稲続人が相続欠格に該当しないあるいは相続能力のない限
ちにおいては，遺産{立法定相続{こより抱続される。
第 1節被相続人の血族の相続権
第2条 第 11展伎の法定相続人
(1) 第 l順位の法定相続人は被十Ej続人の卑潟で、あるc
(2) 子は陪じ割合で相続する c
(3) 相続開始日与に生存している卑!誌は， その者を通じて被相続人とlUl族関係があ
る1I1抜を排除する。
(4) 約税制始時{こ卑属がいないときには，その者を通じて被相続人と I[1族関係が
わる1Il族がその地位に立つ([1統による栴統)。
第3条第2順位の法定相続人
(1) 第 11展{立の総統人がいないとき，泣産は被相続人のi持続あるいはその卑属{こ
帰属する G
(2) 栂続開始終に潟綴が生きているとき，両親のみが|可じ割合で、結続人となるc
(3) 招続開始時に父または母が生存していないとき，死者の卑協が第 1順位にお
げる血統による総統と同様に死者の地位に立つ。
(り すでに死亡している親の卑属が全くいないとき，全遺産が他方側の総統人に
帰!認する。
第4条第3順位の法定相続人
(1) 先順位の1f1族がいないとき，遺産は被相続人の祖父母およびその卑属に帰属
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する。
(2) 相続開始時に祖父母が主主きているとき，祖父母のみが応じ割合で、相続人とな
る。
(3) 相続開始時{こ，父方または母方の被父母のうち，祖父または祖母がゑ存して
いないとき，死者の卑属が第 1/綴位における淑統による総統とi弓様iニ死者の地
位に立つ。 卑属が全くいないとさ，死者の相続分は他方の祖父母に帰路し，そ
の祖父母が生存していない場合にはその卑属に帰属する。
(4) 相続時始時に，父方または母方の祖父母が生得していないときでその専属も
生存していないとき，遺産~体が他方の祖父母あるいはそのE与属に帰属する。
第5条第4般位の法定格続人
(1) 先順位の政族がいないとき， )立産は被拐続人の徐被父母{こ帰属する
(2) 招続開始時に曾祖父母が生きているとき，その者のみが相続人となる。複数
の者の場合{こは同じ血統あるいは他の1Ill統に隠しているかの区別なく向じ割合
で相続する
(3) 曾祖父母の専属ならびにさらなる祖先およびそのE草原はもはや法定相続人と
はならない。
(第6条~第8条略〕
第 2mi 被相続人の配偶者の相続権
第守条 配偶者の法定相続権
(1) 被相続人の 1 /際位の1Ill族とともに遺産の 4分の 1の法定相続
人となるc 被相続人による配偶者の相続法上の地位を向上させた死花i処分によ
り，卑属の遺留分{ま第 32条において認められた方法で制限される。
(2) 第2/綴{立の法定相続人および祖父母とともに選震の半分の法定相続人とな
るむ
(3) 祖父母とともに相続する場合で，死亡した祖父母の卑属が生与していると
~， もう一方の半分のうち第 3条により卑属に帰属する分も配偶者に帰属す
るc
(4) 第 1/1医佼初よび第 2/1摂佼さらには怒父母も生存していないとき，生符配偶者
が遺産のすべてを得るc
第 10条 配偶者のための法定先取縫
(1) 笠谷配偶者が第 1順位の脆i族とともに相続するとき，法定相続分以外に婚姻
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の織り物および婚姻の家事に隠する動産のうちで，自己のための必姿がある物
につき法定のうも取権が与えられるべきである。
(2) 生得記偶者が第 2順位のIl族および樫父母とともに栴続するとき，法定相続
分以外に婚熔の家事lこ属する動産のうちで不動産の従物になっていない物およ
び婚姻の贈り物につき法定の先取権が与えられるべきである。
第 11条配偶者相続権の排除
被相続人が死亡の際にすでに離婚あるいは婚姻の無効の権利を有し，訴えを提
起していたとき，生子子宮己偶者の相続権および先取権が排除される，ただし離婚あ
るいは取消の際{こ当該記偶者が有資であるとみなされるぬ合{こ限る。
〔第 12条~第 2i条略)
第 2~ 遺留分
第 1節遺龍分請求権の成立
第 28条泣留分権者
(1) 被相続人が自己の嫡出の卑腐を死lZ9処分により棺続から排除したとき，その
E平潟(計1]続人(こ対しj立総分ミケ請求することができる。
(2) 被栂続人が自己の父またはi手または配偶者を死因処分{こより相続から排除し
たとき，排除された者は十日続人に対し遺穏分を請求することができる
第29条辺留分の綴
(1) 追認分請求権は法定相続分の半分の請求権として成立する。
(2) 遺留分の金銭は疑いのある場合，枢続人の指定とはみなさないc
第 30条遺留分請求権
j立欝分権のある者(こ，法定椴続分の半分より少ない遺産主が残された場合には，
j主穏分権者は共同相続人に対し半分に満ちるまで迫留分として請求することがで
きる。
第 31条 i立留分権者に対する制限ないし負担の取数い
(1) 拐続人に指定された被椙続人が，後位相続人への指定，遺言執行者の任命，
分割の指定，足立贈あるいは負担による制限を受けた場合には，次のように場合
をうよける。
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千奇怪1"司法省による法定割図説法案の展開と挫折(1)
1 稲続人が遺産の半分より少ない相続分を与えられた場合{こは，その制限ある
いは負担は指示されないこととなるむ棺続の放楽をした枢続人lこは第 30条の
追wd分諮求権のみ成立するc
2 総統人に残された相続分が遺産の半分と合致する場合には， (第 lの場合と
同様に)その制限ないし負担は指示されないこととなる。その者が相続放棄を
しなければならない場合には，逃留分権は成立しない。
3 相続人への相続分が遺産の半分を趨えるとき，相続放棄をした遺留分権者は
遺留分を請求できる。指続放棄の期間は，遺留分権者がその制限ないし負担を
知ったとき以前には開始しない。
(2) 紹続人指定の制限は遺留分権者を後位相続人{こ指定した場合と向様とする。
(3) 法定相続分の半分を超える倒産をj立言{こより与えられた造協分援者が相続の
放棄をァした場合 (p長3号)で，椴続放棄の時点で制限ないし負担が失われて
おり， その失われたことをナ知らなかったときには， その約続放棄を:"!&り治すこ
とができる。取消期間は6週間とする;その期間は泣留分権者が取消L京区Ii"
気!ったときに部始する。その取消は，遺産裁判所に対する，裁判所ないしは公
証人{こより公証された窓思表示によってなされる。取消により相続放棄は無効
となる
第32条 魚存記偶者の用主主権あるいは先1滋佼相続Vorerlヲenstellungの添認
(1) 被相続人が相続権を持つ嫡出の卑属にその法定相続分よりも少なくない相続
分合残し，生存記偶者にその相続分{こっき用主主権ぞ成立させ，遅くともその者
の死後あるいは再婚のときにそれが終了する旨全定めたときには，相続人に，
泣産に対する遺留分の請求合可能にする第 31条 1環3号!こ定めた権利は成立
しないっ
(2) 被相続人が生存配偶者:こ対し自由でない先順位相続人に指名し， !2?属にその
法定相続分よりも少なくない相続分を残して後佼招続人に指名し，さらに遅く
ともその者の死後あるいは再婚のときに後位相続が発生する震をヲ定めた場合も
罰様である。
(3) 第 p員および第 2項{ま，被相続人の卑属で‘あるが生名子配偶者の卑!誌でない者
にはi薮flしない。
(第 33条~第 42条 UI釘
第 43条 Jl潔分権者の申立による遺産の対象物の返還
(1) 総々の苦手例において，遺留分権者がその者ーから奪われた追夜への際与の代わ
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りの金銭諮求権{こ投んじることが，例えば一定の泣産の対象物がその者にとっ
て特別の思い出の倣縞あるいは使用価値を持つ物であるような理由により，正
当でないときには，遺産裁判所は，造問分l{g者Aの申立により総統人の審尋の後
{こ，相続人に遺産の総当な分の対象物の返還による退惚分請求権の満足をさせ
ることができる。
(2) 逃留分権者は申立において求める対象物合指定しなければならないc
(3) 裁判所は，その決定におし、て，道官S分請求権に参入し，分与すべき対象物お
よびその{額僚を明記しなければならないっ
(4) 裁判所は，柏続人にその引i援を要求しうる対象物のみを明記しなければなら
ないc
(5) 裁判所の判決には即時抗告をァすることができる c 既判力ある判決および泣産
裁半リs庁において締結された和解は，民事訴訟法の規定に基づく強制執行をする
ことができる c
第 44条 総統人の申立による遺産の対象物の返還
(1) 個々の事例において，棺続人が遺留分諮求権を金銭で満足させることが，例
えば相続人が現金を自由に使うことができず遺産の利用が大きな損失をもたら
す可能性があるような塚治により正当でないときには， )立産裁判所は，相続人
の府立により遺留分権者の議尋の後に，相続人に遺産の相当な分の対象物の返
還による造協分諮求権の満足をさせることができる。
(2) 件i続人は， [{=I J~;_ において返還の準備ができたものをァ明示しなければならな
い。相続人が複数の場合は，裁判所は通常全相続人が申立に同意している場合
にのみE!l立に応じなければならない。
(3) 故判所は，その決定において)立総分請求権に参入し，分与すべき対象物お
よびその郎総を明記しなければならない。
(4) 裁判所{ふ遺留分権者がそれを受け取ることによって満足するような対象物
のみをナ明記しなければならないc
(5) 第 43条 5項を7準用する p
〔以下第 62条まで i賂〕
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